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23年度第3四半期《単体》
（億円）

22年度
第3四半期 実績 前年同期比

＋４４

△２８

＋３
＋２

△３３
（ △０）

△０

△２８

△２７

△１７

△１１

＋７９

△７０

＋７４

△６５

＋６８

実質業務純益※１ ５６９ ５４１ ８０．８％

＋３

進捗率

経常収益 １，３６３ １，４０７ ７８．６％

業務粗利益 １，１７８ １，１５０ ７７．７％

資金利益
役務取引等利益・特定取引利益
その他業務利益
（うち国債等債券損益）

９６９
１０４
１０５

（８６）

９７２
１０６

７２
（８５）

７６．３％
６８．９％

１３３．６％
１３７．８％

経 費 （△） ６０９ ６０９ ７５．１％

基礎的業務純益 ※２

一般貸倒引当金繰入額 （△）

経常利益 ４７０ ５３９ ８８．３％

四半期（当期）純利益 ２９１ ２９４ ８０．５％

４８３ ４５６ ７５．０％

１７ ー ー

業務純益 ５５２ ５４１ ８０．８％

臨時損益 △８２ △２ ３．９％

うち不良債権処理額 （△）

うち貸倒引当金戻入益

うち株式等関係損益

７３

ー

１

４

７４

△６４

ー

３８７．１％

１２２．４％

＋７９７国際業務部門

＋３９７２合 計

△１６３５預金等利息 （△）

＋５１５１有価証券利息配当金

△２６７６０うち貸出金利息

△５８７５国内業務部門

前年

同期比

23年度

第3四半期
〔資金利益内訳〕

個別貸倒引当金

繰入額（△）
(△２５)（２３）

うち一般貸倒引当金

繰入額（△）
(△１１４)（△９７）

△１６１△７０与信関係費用（△）

（億円）〔与信関係費用内訳〕

＋６２６４株式等償却（△）

うち株式等売却益 △２１

（億円）〔株式等関係損益内訳〕

△６５△６４株式等関係損益

＋５

＋６８

＋５４

前年同期比

23年度第3四半期22年度
第3四半期

《連結》
（億円）

８６．８％５８２５１４経常利益

実績 進捗率

７７．９％１，６３６１，５８３経常収益

７９．９％３０３２９８四半期（当期）純利益

（億円）

※1 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
※2 基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益

※（ ）は合算前の金額を記載

第３四半期決算の状況



23年12月の預貸金利回り差は、前年同月比 △0.08ポイント縮小

円貨貸出金・預金構成の変化

〔22年12月〕 〔23年12月〕
（兆円、％）

平残（構成比） 利回り 平残（構成比）

（100.0） １．６６ ６．３

４．９

３．０

１．８

１．５

７．５

４．１

３．２

１．６１（75.2）

（47.5）

（26.2）

（ 24.8）

（100.0）

（ 53.7）

２．０４

０．７６

１．８３

（ 41.0）

０．０７

０．０２

６．２

０．１５

（100.0）

４．７ （77.1）

（48.0）

（27.7）

（22.9）

（100.0）

（54.2）

（42.4）

短ﾌﾟﾗ・新長ﾌﾟﾗ
基準

３．０ １．９７

預 金 ７．３ ０．０６

流動預金

定期性預金

３．９ ０．０２

市場連動 １．６

固定金利 １．６ １．７４

３．０

利回り

１．５７

１．５２

０．７０

０．１２

貸出金

変動金利

＋１．５９＋１．５９〔預貸利回り差〕 △0.08 ＋１．５１＋１．５１

貸出金利（月中平均）の推移

うち企業規模別法人貸出金利の推移

△０．０９△０．０９

1.78 1.76 1.74 1.72
1.66 1.64

1.61
1.57

1.59 1.57 1.55 1.53
1.50

1.47
1.44 1.43

1.40 1.39

1.58

1.68

2.08 2.05 2.03 2.00 1.97 1.95 1.92 1.89 1.87

2.11

21/9月 12月 22/3月 6月 9月 12月 23/3月 6月 9月 12月

法 人

個 人

全 体

【22年12月と23年12月の平残・利回りの単月比較】

△０．０１△０．０１ 2
※預金はNCDを含む

預貸金利回り

0.87
0.820.84

0.89
0.92

0.97
1.00

1.03
1.08

1.13

1.76 1.74 1.73

0.50 0.50 0.49 0.48 0.47 0.46

1.691.70
1.781.811.831.841.85

0.500.51

0.42
0.44

21/9月 12月 22/3月 6月 9月 12月 23/3月 6月 9月 12月

大･中堅企業

中小企業

大･中堅企業（ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ）

（％）

（％）



65,004
63,25662,752

44,09642,76642,411

21年度 22年度 23年度第3Ｑ

銀行全体 うち静岡県内

＋＋1,1,330330

＋1,748
（億円）

貸出金残高(平残)の推移

26,24525,79825,561

20,253
19,94220,059

21年度 22年度 23年度第3Q

銀行全体 うち静岡県内

（億円）【貸出金増減額内訳（前年度比）】

22,321
21,621

20,685

18,242
17,707

17,004

21年度 22年度 23年度第3Q

銀行全体 うち静岡県内

＋＋535355

＋700

＋＋311311

（億円）

企業規模別 貸出金残高(平残)の増減 うち中小企業向け貸出金残高(平残)の推移 うち個人向け貸出金残高(平残)の推移

＋447（億円）

23年度第3四半期の貸出金残高（平残）6兆5,004億円、前年度比＋1,748億円（年率＋2.8％）

【中小企業向け貸出金】
平残 2兆6,245億円
前年度比＋447億円増加（年率＋1.7％）

【個人向け貸出金】
平残 2兆2,321億円
前年度比＋700億円増加（年率＋3.2％）

3

※ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝを含む

貸出金残高（末残）６兆5,980億円
22年12月末比＋1,272億円増加(年率＋2.0％)

貸出金① ～全体像

中小企業
＋447

公共
＋574

海外店
＋81

大・中堅企業
△54

＋
１
，
７
４
８

個人
＋700

中小企業＋個人
＋1,147億円



貸出金② ～ソリューション営業

ソリューション営業 ～成長・未開拓分野への取組み～

医
療
・介
護

環
境

農
業

静岡銀行主催のセミナー開催を通じ、
情報提供・ニーズを発掘
医療分野担当者の増員(＋3名)による
体制強化(計7名体制)

環境関連の取引先ニーズへの対応
・環境格付融資、環境格付私募債
・ISOコンサルティング受託

（静銀経営コンサルティング㈱）

23年度第3四半期 受託件数26件

各種商談会への出展、販路開拓、
第6次産業化支援
（農業経営アドバイザー資格 8名取得）
静岡県農業信用基金協会と提携し、
農業者の資金ニーズへ対応

23年12月末の法人貸出取引先数は、23年3月末比＋122先増加
「成長・未開拓分野」に対する取組みを一層強化していくとともに、取引先の事業展開を積極的に支援する
ソリューション営業を展開することで新たな資金需要を創出し、取引先数の増加・シェアアップに結び付ける

32,543

32,421
32,501

32,580

21年3月末 22年3月末 23年3月末 23年12月末 26年3月末(目標)

戦略的な人員配置(※)により、

23年3月末比＋122先を増加

(※)新規法人担当者を＋13名増員
（計28名体制）

法人貸出取引先数の推移

約1,000先

（先）

第1０次中計

⇒23年度第3四半期
医療･介護事業所向け融資額

403億円

⇒ 23年度第3四半期
環境関連融資額 88億円

⇒ 23年度第3四半期
農業関連融資額 60億円第11次中計

4



15,751
16,672 17,457 18,129

18,462

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度第3Q

県外

県内

23年12月末消費者ローン残高は、2兆2,703億円（23年3月末比＋463億円）と増加基調を維持

消費者ローン営業拠点の拡充や、適用金利の組織的な管理、業務プロセス改革による生産性の向上・コスト

削減を通じ、 引き続き消費者ローンの成長性を高めていく

5

貸出金③ ～消費者ローン

消費者ローン残高（末残）の推移 取組み内容

業
務
プ
ロ
セ
ス

金
利

第11次中計では、消費者ローン
営業担当者の業務処理時間を
▲6割削減するBPRを実施
（23年度中に▲2割削減）

生産性の向上やコスト削減を通じ
住宅ローンの採算性を高め、
競争力を確保

消費者ローン営業担当者における

業績評価インセンティブとして

「金利ポイント制度」を導入

19,036

21,377

22,240
22,703

20,333

（億円）

20年２月
横浜ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ開設

23年11月
厚木ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ開設

＋＋463463

⇒ 23年度第3四半期

住宅ローン平均新発レート
1.260％

21年6月
浜松駅南ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ開設



20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期 23年度第3Q

10億円以上

5億円以上10億円未満

3億円以上5億円未満

1億円以上3億円未満

1億円未満

6

与信関係費用① ～全体像

（億円）

与信残高金額階層別の個別貸倒引当金新規発生額推移

51

133

53

87

42

50

※一般貸倒引当金繰入額と個別貸倒引当金繰入額の合計がマイナスとなり、合算後の戻入益74億円を臨時損益
における貸倒引当金戻入益に計上

31

与信関係費用 △70億円（前年同期比△161億円）、与信関係費用比率 △0.14％（同△0.33ポイント）
一般貸倒引当金繰入額 △97億円 （同 △114億円）
個別貸倒引当金繰入額 23億円 （同 △25億円）

17

156

116

23

△ 13（17）

83

155

△ 97

78（47）

△0.14%

0.55%

0.15%
（0.19%）

0.37%

うち個別貸倒引当金繰入額

うち一般貸倒引当金繰入額

与信費用比率

※与信関係費用比率＝与信関係費用÷貸出金平残

（億円）

343

与信関係費用・与信関係費用比率の推移

20年度 21年度 23年度第3Q

22年度

233

96（91）

△70

＊（ ）は第3四半期
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経営改善支援・事業再生に積極的に取り組み、中小企業分野における再生ノウハウを蓄積
「中小企業を再生させる力」が、不良債権の発生を低水準に抑えるとともに、地域経済の活力を維持

与信関係費用② ～経営改善支援・事業再生

過去過去55年間（平成年間（平成1818年～年～2222年）の代表的な取組事例年）の代表的な取組事例

＜銀行本体＞ 平成15年 企業サポート部を設立し、経営改善支援・事業再生機能を強化
平成20年 リーマン・ショック時に9名を増員し、総勢43名体制

＜グループ会社＞ 平成16年 静岡キャピタル㈱で静岡銀行グループ第1号の再生ファンドを設立
現在も3つの再生ファンドを運営

NO. 取引先 業種 再生手法

①

② Ｂ社 製造業 DDSによる債務劣後化での財務内容改善

③ Ｃ社 製造業 DDS導入、他行との協調融資に対応

④ Ｄ社 小売業 DESによる財務内容改善、ｽﾎﾟﾝｻｰ企業への事業譲渡

⑤ Ｅ社 運送業 政府系金融機関(劣後ﾛｰﾝ)との協調による金融支援

⑥ Ｆ社 サービス業 事業譲渡を伴う業種転換支援

⑦ Ｇ社 宿泊業 RCCを活用したｽﾎﾟﾝｻｰ企業への事業譲渡

⑧

⑨

⑩

宿泊業

製紙業

小売業

製造業

Ａ社 静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙを無限責任組合員とする再生ﾌｧﾝﾄﾞを
活用した会社分割

Ｈ社

Ｉ社

中小企業再生支援協議会活用型の私的整理
(ｽﾎﾟﾝｻｰ企業傘下で事業継続)

Ｊ社

ﾌﾟﾚﾊﾟｯｹｰｼﾞ型民事再生手続

産活法、政府系金融機関保証制度を活用したｼ･ﾛｰﾝ
の組成

取組みの成果取組みの成果

過去5年間に､地域に大きな
影響を与える企業 83先の
再生を完了

・与信関係費用の抑制効果(※)

87億円

(※)以下①～③の合計により試算
① 格上げ先

貸倒引当金の戻入金額
②事業譲渡等での再生先

完了時の引当金戻入金額
③その他

債務者区分が破綻懸念先以下に
低下した場合に要する追加引当額

・地域における雇用の維持
約8,０00人



２32億円

1,347億円

172億円

2,361億円

６10億円

23年12月末リスク管理債権の内訳

延滞なし
79%

延滞 21%

76億円(3.2％)

2,112億円
(89.5％)

173億円(7.3％)

2,361億円

ネットリスク管理債権

部分直接償却額

信用保証協会
保証付貸出金

担保・引当金等

ﾈｯﾄﾘｽｸ管理債権

不良債権のオフバランス化実績

22年度
23年度
上期

23年度
第３Q

新規発生 ＋７２１

△５９１
(△５５１)

＋１３３

オフバランス化
(うち破綻懸念先以下)

２，４２５

＋２９９

△３６２
（△３２９）

２，３６２

△１３４
（△１２１）

リスク管理債権 ２，３６１

(億円)

リスク管理債権の総額（単体） 2,361億円 （23年3月末比 △64億円）
リスク管理債権比率 3.58％ （ 同 △0.06ポイント）
ネットリスク管理債権（単体） 232億円 （ 同 △31億円）
ネットリスク管理債権比率 0.35％ （ 同 △0.05ポイント）

3.27%
3.53% 3.64%

1.58%

2.02%

0.38% 0.42% 0.43% 0.38% 0.40% 0.36% 0.35%

3.64%3.70% 3.57% 3.58%

1.98%
1.75%

1.92%
2.02% 2.04%

20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期 23年度第3Q

リスク管理債権比率推移

8

リスク管理債権のうち信用保証協会保証付貸出

ネットリスク管理債権

リスク管理債権

【破綻懸念先】
1,651億円
カバー率89.9％

【実質破綻先】
460億円
カバー率100％

【要管理債権】
173億円
カバー率62.0％

破綻先債権

延滞債権

3ｶ月以上延滞･
貸出条件緩和

債権

リスク管理債権

〔121億円の内訳〕

0債権売却

29本人弁済・
預金相殺

32格 上

0直接償却

60担保処分・
代位弁済



83.8% 83.1% 84.3%

29.8% 29.6% 28.1% 25.5% 23.0% 24.8%

109.6% 110.9% 113.3%
109.3% 106.1% 109.1%

81.4%
85.3%

79.8%

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度第3Q

有価証券残高 ２兆589億円（23年3月末比 ＋100億円）､有価証券評価損益 997億円 （同 △35億円）
国債等債券損益 85 億円（前年同期比 △1億円）､株式等関係損益 △64億円 （ 同 △ 65億円）

23年3月末 23年12月末

円債デュレーション ５．０３年 ５．５０年

有価証券評価損益 １，０３２億円 ９９７億円

うち株式 ９０３億円 ６２７億円

日経平均株価

外債デュレーション ２．１８年 ３．５６年

９，７５５．１０円 ８，４５５．３５円

債券デュレーション・有価証券評価損益の推移

株式等関係損益の内訳

22年度
第3四半期

23年度
第3四半期

△６４

１

増減

０

株式等関係損益 １ △６５

うち株式等売却益 ３ △２

６４

〃 株式等売却損 (△) ０ ０

〃 株式等償却 (△) ２ ＋６２

（億円）

22年度
第3四半期

23年度
第3四半期 増減

８６

１０９

８５

２０

９７

１２

国債等債券損益 △１

うち国債等債券売却益 △１２

〃 国債等債券売却損（△） △８

（億円）

国債等債券損益の内訳

預貸率・預証率の推移

4,200 4,666

2,128 1,786

5,441 3,892

706
644

8,014 9,601

23年3月末 23年12月末

国債

地方債

社債

株式

その他

（億円）

〈〈国債国債〉〉
＋＋1,5871,587

＋＋100100

〈〈社債社債〉〉
△△1,5491,549

〈〈株式株式〉〉
△△342342

20,489 20,589

9

預証率預貸率

預貸率＋預証率

有価証券① ～全体像

社債、その他有価証券の内訳は、次ページに記載

有価証券残高の推移



23年12月末の欧州向けエクスポージャーは合計302億円（うち債券117億円、貸出金150億円、その他

34億円）であり、国別では、フランス・ドイツ・イギリス・ベルギーの4カ国で全体の95％超を占める

債券（投資信託組入れ分を除く）、貸出金の対象先は、すべて「シングルA」以上の外部格付※を取得
※23年12月末時点 スタンダード＆プアーズ社による外部格付

欧州向けエクスポージャーの状況（最終リスクベース）

10

有価証券② ～欧州向けエクスポージャー等

うち
公的機関

うち
金融機関

その他

フランス １ ０ ０ １５０ １５０ － １５１

－

３４

－

－

－

３４

－

－

－

７

０

７

７０

－

３０

０

０

１００

債券

ドイツ ７１

７

３０

８

１

１１７

－ － ７１

イギリス － － ４１

ベルギー － －

イタリア － － ８

その他 － － １

合計

３０

１５０ １５０ ３０２

うち
金融機関

貸出金 合計

(億円)

その他有価証券4,666億円
（＋466億円）

社債3,892億円（△1,549億円）

公社公団債
981（△214）

金融機関債等
2,646（△1,334）

政府保証債
265（△0）

投資信託
206（△64）

邦貨外国証券
0（△25）

※（ ）内は23年3月末比

その他
79（△5）

・本表の金額には、日系企業向け貸出金残高 155億円を含まない
・「その他」：レポ取引、預け金、デリバティブ取引の合計

〔換算レート〕
・ユーロ／110.70円 ・USドル／77.74円・英国ポンド／119.88円

スイスフラン／82.70円

うちモーゲージ債の内訳

23年3月末比（簿価）

＋４１３

（評価損益）

＋１６８３，９６２ジニーメイ

社債・その他有価証券の内訳

外貨外国証券
4,381（＋561）

【連 結】

(億円)



77,107
74,869 76,156

65,41264,07963,357

21年度 22年度 23年度第3Q

銀行全体 静岡県内

（億円）＋＋951951

預金等残高（平残）の推移

＋＋1,3331,333

52,889
51,84851,409

48,568
47,57947,073

21年度 22年度 23年度第3Q

国内店 静岡県内

（億円）【預金等増減額内訳（前年度比）】

18,216

19,560 19,863

14,177
14,729 14,939

21年度 22年度 23年度第3Q

国内店 静岡県内

＋＋210210

＋303

＋＋998989

（億円）

預金等残高(平残)増減額の内訳 うち個人預金等残高(平残)の推移 うち法人預金等残高(平残)の推移

（億円）

23年度第3四半期の預金等残高（平残）７兆7,107億円、前年度比＋951億円（年率＋1.2％）

【静岡県内預金】
平残 6兆5,412億円

前年度比＋1,333億円増加（年率＋2.1％ ）

【個人預金】
平残 5兆2,889億円

前年度比＋1,041億円増加（年率＋2.0％ ）

【法人預金】
平残 1兆9,863億円
前年度比＋303億円増加（年率＋1.5％ ）

＋1,041

11

預金等

個人
＋１，０４１

金融・公金
△１

＋
９
５
１

法人
＋３０３

オフショア
△４８６

海外店
＋９４



23年度第3四半期 役務取引等利益108億円、特定取引利益△2億円

個人預り資産残高（静銀ティーエム証券含む） 6兆8,184億円（23年3月末比＋2,388億円増加）

うち資産運用商品残高 1兆3,842億円（ 同 ＋43億円増加）

（億円）

16 10 14 19 18 19 24
12

78 72 70
72

34
（33）

93
79 79

11.7% 12.2% 11.6%

14.6%

11.8% 12.1% 12.3% 11.4%

20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期 23年度第3Q 

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券 役務･特定取引利益

（億円）

手数料収益（銀行・静銀ﾃｨｰｴﾑ証券）

投資信託・保険販売の販売額、手数料の推移

個人預り資産（末残）の推移

503

219
335

445 470 530 609

198

432

479

581 518

614

347

512

581

33

40

33
3030

24

39

20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期 23年度第3Q

個人年金保険等

投資信託
手数料収益

847
924

1,051 1,048

4,199

3 ,590

3 ,385

3 ,241

51 ,221
51 ,991

54 ,341

7
7

1

353
331

334

160
148

1303 ,863

6 ,548

6 ,049
5 ,453

3 ,208

22年3月末 23年3月末 23年12月末

（億円）

投資信託

外貨預金

譲渡性
預金

64,578

個人年金
保険

＋499

＋＋2,3882,388

１
３
，
３
５
０
億
円

円貨預金

＋2,350

公共債

△273

△144

静銀ﾃｨｰ
ｴﾑ証券

65,796

１
３
，
７
９
９
億
円

93

＋＋4343

手数料、預り資産

97 90

（75）

（ ）は役務取引等利益

（70）
（74）

12

１
３
，
８
４
２
億
円

68,184

（71）
（74）

1,223

△18

△19

△6

89
96

1,084

651

（84）

（70）

109

89

手数料収益比率
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

545

46

１８



23年度第3四半期経費 609億円（前年同期比横這い）、 23年度通期 OHR（単体）54.8％（見込み）

22年度
上期

22年度
下期

投資額 ６６ ４４ ３２ ４３

うち建物 ３０ １１ ５ １０

うちソフトウエア ２５ ２２ １８ １６

うち動産 ９ ８ ５ １０

23年度
上期

23年度
下期(予想)

投資額の推移

（億円）

経 費

13

経費およびＯＨＲの推移（半期ベース）

〔参考〕23年度以降の主なシステム投資

・ＩＣキャッシュカード基本形移行対応
・電子記録債権への対応
・統合データベースの拡充
・チャネル統合基盤の構築

ＩＴ投資・経費管理の厳正化による
コスト・リスクを見極めた
ＩＴ投資コントロールの実践

164 164 164

219

164（83）

219 220 223（110）

16（9）241826

56.2%
（52.0%）

53.4%53.9%

53.1%

22年度上期 22年度下期 23年度上期 23年度下期（予想）

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

（億円）

409 401 408

経費およびＯＨＲの推移（年度ベース）

331 309

421 440

328（246） 328（247）

438（327） 442（329）

41（33）44（35）4544

54.8%
（52.9%）

53.5%
（51.7%）

52.2%53.5%

20年度 21年度 22年度 23年度（予想）

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

（億円）

796 794 810（609） 811(609)
403（201）

( )は第3四半期実績 ( )は第3四半期実績



20年
3月末

23年
3月末

24年
3月末
（計画）

20年
3月末比

営業店フロント 2,411 2,781 3,051

2,275

1,004

40

4,920

2,860

うち行員 1,794 2,011

＋640

＋481

△689

△508

△244

営業店バック・アシスト 1,693 1,314

うち行員 548 286

＋9

銀行全体 5,164 4,975

2,855うち行員 2,851

14

生産性の向上

人員の推移

BPRへの継続的な取組みにより、総人員を増加させずにフロント人員を捻出 ⇒ トップラインの持続的な成長へ

〈第9次中期経営計画〉

ＩＴ投資、集中処理のBPRへ着手

・ 新営業店端末の導入

・ 融資支援システムレベルアップ

・ 融資事務の集中処理

（記帳事務･債権書類の集中保管 等）

19年度 21年度 22年度

預金・為替業務

公金・代理業務

出納業務

営業店における業務量削減

△23％

（人） ～効率化と同時に
事務事故は大きく減少

バック人員を減らしつつ、
業務品質の向上も実現

※「事務事故」は行内定義による

22年度上期 22年度下期 23年度上期

〈第10次中期経営計画〉

IT投資による効率化、集中処理の拡大

・営業店バック業務量を6割削減
・バック人員をフロントへ再配置

トップラインの成長

△18％

※19年度の業務量を100とした場合
※22年度上期の事務事故件数を100とした場合

〈第11次中期経営計画〉

フロント業務の生産性向上へ拡大

・住宅ローン営業担当者の
業務処理時間を6割削減

トップラインのさらなる成長

△57％



21年

3月末

22年

3月末

23年

12月末

６，８７８ ７，００１

６，５８５

４７６

３９，９９８

３６，８４３

１３６

３，０１８

６，３１４

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅱ ２９１ ６７６ ５０７ △３１

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ
相当額に係る額

２，９５４ ３，０２１ ３，０３６ △１８

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ４４，１４８ ４４，８８９ ４４，８２９ △４，８３１

マ ー ケ ッ ト ・ リ ス ク
相 当 額 に 係 る 額

２４８ ２０５ １６５ △２９

信 用 リ ス ク ・

アセットの額
４０，９４６ ４１，６６３ ４１，６２８ △４，７８５

６，２３４

６，０７８

23年

3月末

23年

3月末比

自 己 資 本 ※ ６，８６１ ＋１４０

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ ６，４５９ ＋１２６

ＢＩＳ自己資本比率(連結ベース) 自己資本およびリスク・アセット等の推移

（億円）

15

４．２％６，６９８億円２８０億円

アウトライヤー比率TierⅠ＋TierⅡ銀行勘定の金利リスク量

アウトライヤー比率（単体ベース）

23年12月末 BIS自己資本比率 17.50％（23年3月末比 ＋2.20ポイント）

TierⅠ比率（中核自己資本比率）16.46％（同 ＋2.06ポイント）

22年12月公表のバーゼルⅢテキスト基準により試算した結果、23年3月末基準の自己資本水準は、

規制を上回る水準を確保

※ 自己資本には、優先株、劣後債務等を含まない

自己資本比率

14.12%

15.32%

16.46%

14.40%

14.06%
13.76%

13.42%

14.70%

17.50%

15.30%

20年3月末 21年3月末 22年3月末 23年3月末 23年12月末

ＢＩＳ自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率
(中核自己資本比率）

・取引先の業績回復によるデフォルト率低下
・有価証券ポートにおける国債保有比率の上昇

リスクアセット減少の主な要因

【22年12月公表のﾊﾞｰｾﾞﾙⅢﾃｷｽﾄ基準による試算
（23年3月末基準）】

・自己資本比率：14.26％（規制水準 10.5％）
・TierⅠ比率 ：14.25％（ 同 8.5％）



20年度 21年度 22年度 23年度予想

一株当たり配当額（年間） １３．００円 １３．００円 １３．００円 １３．５０円（６．５０円）

（ ）は中間配当額

20年度 21年度 22年度
23年度
予想

９１

４０

１３１

３２１

２８．２０％

８８

４０．６４％

１５０

８９

１４６

２３５

３６５

２４．２６％

２３８

３５４

２４．８５％

６４．１９％６７．２２％

９１

当期純利益④ １２８ ２，６４８（累計）

－

９１

７０．８５％

７０．８５％

13～22年度実績
（10年間）

年間配当額① ７２９（累計）

自己株式取得額② ※ ７１５（累計）

株主還元額③＝①＋② １，４４５（累計）

配当性向①/④×100 ２７．５５％（平均）

株主還元率③/④×100 ５４．５６％（平均）

（億円）

配当額の推移

株主への利益配分の状況

23年度 1株当たり中間配当額 6円50銭

23年度の期末配当は、株主への利益還元を重視し、業績見通しなどを勘案した結果、1株当たり7円と

50銭の増配を予定（1株当たりの年間配当額 13円50銭）

16

株主還元① ～全体像

※ 23年度予想は、第3四半期までの実績を記載



17

平成9年度以降、継続的に自己株式取得を実施し、23年12月末までに151百万株を取得

23年度上期 20百万株の自己株式取得を実施済み

過去の自己株式取得実績

取得株式 取得金額 消却株数 消却金額

7,226千株 9,997百万円

9,142百万円

9,143百万円

23,281百万円

8,267百万円

－

23,381百万円

－

－

－

10,130百万円

－

21年度 5,000千株 3,996百万円 5,000千株 4,638百万円 40.6%

15,957百万円

113,938百万円

－

6,633千株

8,357千株

24,954千株

8,234千株

－

30,000千株

－

－

－

10,000千株

－

20,000千株

120,404千株

－

株主還元率

09年度 7,226千株 9,997百万円 90.3%

10年度 6,633千株 9,142百万円 86.7%

11年度 8,357千株 9,143百万円 51.4%

12年度 24,954千株 23,281百万円 152.0%

13年度 8,234千株 8,267百万円 165.4%

14年度 29,928千株 23,107百万円 229.4%

15年度 10,712千株 8,566百万円 50.8%

16年度 － － 17.1%

17年度 － － 22.5%

18年度 － － 25.3%

19年度 10,000千株 12,621百万円 61.8%

20年度 － － 70.8%

22年度 20,000千株 14,980百万円 67.2%

累計 131,044千株 123,102百万円 62.8%

23年度 ※20,000千株 ※14,575百万円 －

※ 23年度取得実績は、第3四半期までの実績を記載

株主還元② ～自己株式取得実績
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23年度業績予想

（億円）

【単 体】 22年度実績 23年度予想
前年度比 23年8月業績予想比

経常収益 １，７９３ １，７９０ △３

業務粗利益 △３３

＋１

△４７

△３４

△４１

＋２３

＋１１

経費 （△）

業務純益

実質業務純益 ７０４ ６７０ ＋７

株式等関係損益 △１２ △５２ △６２

経常利益

当期純利益

△２０

１，５１４ △１

８１０ ８１１ △８

△５０

＋１０

＋５

７１７

５８７ ６１０

３５４

１，４８１

６７０

３６５

＋１８

＋２８

＋１０

前年度比

＋１０

＋２５

－

23年8月業績予想比

２，１００２，０９０経常収益

３６２

６４２

22年度実績

６７０経常利益

当期純利益 ３８０

23年度予想【連 結】

－

（△１１）

△４８

（△１１８）

△１４４

上期

７４

（２２）

１

（△９６）

△７３

上期

１９

（５２）

８

（△７１）

△１１

23年度予想

うち個別貸倒引当金繰入額

貸倒引当金戻入益（△）

不良債権処理額

一般貸倒引当金繰入額

－

３３

４９

２２

７１

上期

－

７８

１０８

△１３

９６

22年度実績 前年度比

△１０７与信関係費用

（△５８）

－

（△２６）

△１００

（億円）

（億円）

※（ ）は合算前の金額を記載
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23年度下期リスク資本配賦額は6,033億円、うち信用リスク1,118億円、市場リスク1,962億円、

オペレーショナルリスク242億円、バッファー資本等2,711億円を配賦

リスク資本使用額は、支店営業部門445億円、トレジャリー部門923億円等

支店営業部門 ８００ ４４５ ５６％

９２３ ４１％

（５７％）

（２１％）

５９％

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ ２４２ ２４２ １００％

４９％

－

２７％

（６５９）

（６）

３０

小 計 ３，３２２ １，６３９

－

合 計 ６，０３３ １，６３９

トレジャリー部門

（うち政策投資株式） （１，１５５）

（うち海外店） （２６）

連結子会社

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等

２，２３０

５０

２，７１１

リスク資本
配賦額

リスク資本
使用額

配賦原資

・リスク資本使用額＝〈貸出金〉 │VaR│＋不良債権処理額

〈投資有価証券〉│VaR│

〈その他〉 │VaR│

・中核的な自己資本＝普通株式＋内部留保－社外流出予定額－無形固定資産－前払年金費用等

・バッファー資本は、東海地震等非常時や計量化できないリスク等への備え

信用リスク
１，１１８

市場リスク
１，９６２

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ
２４２

バッファー資本等
２，７１１

中核的な自己資本
6,033億円

(23年9月末基準)

（億円）

リスク資本
使用率

リスク資本配賦
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グループ会社（連結子会社11社）は、
経常収益356億円（前年同期比＋13億円）、経常利益44億円（同＋6億円）の増収増益

会社名 主要業務内容 経常収益
前年同期比

経常利益
前年同期比

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱ 経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務 ２

１８１

３８

１２

１５

３

３４

４

２３

１１

３４

３５６

＋１

８

１＋１

＋２

＋２

＋２

△１

△２

＋６

＋１

△２

＋４

△１

＋１３

１４

２

８

５

１

１２

０

０

０

０静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱ 為替送信･代金取立等の集中処理業務等

４４

＋１ △０

△０

静銀ﾘｰｽ㈱ ﾘｰｽ業務 △０

静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱ ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務、計算受託業務 △１

静銀信用保証㈱ 信用保証業務 ＋３

静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱ ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務 ＋０

静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 株式公開支援業務、中小企業再生支援業務 △１

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱ 金融商品取引業務 ＋４

欧州静岡銀行 銀行業務・金融商品取引業務 ＋０

静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱ 労働者派遣業務等 △０

静岡ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱ 銀行担保不動産の評価･調査業務等 △０

合 計 （11社） ＋６

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ㈱ ※ ＋２

※持分法適用関連会社、平成19年4月開業

(億円)

グループ会社の状況



業績予想

本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績

を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意

ください。

〔本件に関するご照会先〕

株式会社 静岡銀行 経営企画部ＩＲ担当（梅原）

ＴＥＬ：０５４－２６１－３１３１（代表）

０５４－３４５－１１１６（直通）

ＦＡＸ：０５４－３４４－０１３１

Ｅ‐ｍａｉｌ：kikaku@jp.shizugin.com
ＵＲＬ：http：//www.shizuokabank.co.jp/


